
はじめに

明治憲法から日本国憲法へと国制史上における大転換を遂げた点につき、歴史学、政治学、社会

学をはじめ、社会科学系のあらゆる分野において、研究が重ねられてきた。象徴天皇制の成立過程

を分析した歴史学系の先行研究を調査、整理するなかで気づいたことは、似たような分析視角から

題材に切り込んでいるにもかかわらず、新旧の憲法体制、政治体制を示す用語に統一性がみられな

いという点である。

具体的には、新憲法制定時の国会議論やメディアでも取りあげられた、「国体は変わったのか」

という古いテーマに帰着するのだが 1、象徴天皇制の成立過程を分析した先行研究では、象徴天皇

制が明治憲法からどう変化し、どう変化しなかったのかという点や、君主（天皇）の持つ政治的権

能の有無や政治的影響力の強弱を説明する際、比較のための君主制形態を示す語句や定義が明確で

ないのである。すなわち、いわゆる「立憲君主」から「象徴天皇」への移行過程において、実態と

しての天皇（この場合は昭和天皇）個人のもつ政治権力がどう変化したのかという分析視角を用い

た場合、「立憲君主」と「象徴天皇」という君主制形態を適当な用語で表現しなければならず、そ

の語句や定義が各研究によって異なっており、しかも、それぞれの研究内で、先行研究を論理的に

整理したものが少ないように見受けられる。

本稿では、新旧両憲法の比較検討をおこなった代表的な先行研究のなかから、君主制形態を表し

た用語やその定義などについて取りあげ、それらが国法学的方法論のどの国家形態に分類されるの

かという点を整理していきたい。つぎに、国法学的方法論の範疇に属さない、君主制のもつ「歴史

的・社会的機能」の視角にも着目しながら、象徴天皇制下の君主の役割をめぐる当事者間の認識に

ついて、若干の考察を試みる。つまり、象徴天皇制研究をめぐる研究整理とともに、整理させた論

理から実証的分析をおこなうことを本稿の課題とする。

戦前と戦後の天皇制を比較するには、国家形態論による君主制分類から説明するのが分かりやす

く、すでに、新憲法制定の過程においても、政府内部や議会、在野のマスコミ、学会などで議論さ

れてきた。しかし、当時から、国家形態論にもとづく君主制の類型比較に意義があるのかどうか、

また、ゲオルグ・イェリネック（Georg Jellinek）に代表される、ドイツ国法学流国家形態論の君
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主制と共和制の区分自体、現代の国家事情から、適当な視角なのかといった疑問の声もあがってい

た。すなわち、第二次世界大戦後、「君主の権限がほとんど形骸化し、したがって、君主制がほと

んど共和制化してしまった今日においてはかかる分類はもはやほとんど意味がない」2といった思

考である。そもそも、君主制を類型化する際、何をメルクマールとするかにより、その様相は異

なってくるのであり、あらわれている君主制の実態を網羅的に表現し、分類する作業は極めて困

難である 3。

国家形態論による君主制分類とその比較という視角への問題点に対し、二つの克服法が示されて

きた。一つは、ドイツ国法学流の国家形態論の欠点を認識しつつ、「複雑で混乱せる知識を整理し

これに統一を与える」4べく、あくまで君主制と共和制の概念区分を明確にし、君主制形態の分類

を精緻化させることで、「議会主義的君主制」に属する君主制をより細分化する方法である。いま

一つは、国権の源泉者の数を国家形態のメルクマールとするドイツ国法学の方法論とは別に、「君

主制の歴史的・政治的・社会心理的考察」5も含めて検討していく方法論である。

本稿でも、この二つの方法論に留意しながら、象徴天皇制をめぐる研究整理をおこなっていく。

まず、国法学的方法論にもとづく国家形態の分類にこだわる理由として、日本国憲法は、「象徴天

皇」の地位をめぐる解釈論をさておき、国民主権を明記している点において、国制上、「共和制」

の国家を規定しているからである。君主制と共和制を区別せずに、「議会主義的君主制」6という範

疇から君主制比較をおこなうと、今日における君主制は、ほぼ全てこの形態に属してしまい、また、

日英の君主制を比較しても、両国とも「議会主義的君主制」に属し、その相違点が曖昧になってし

まう。

さらに、国家形態論による君主制分類を明確にしなければ、憲法改正や天皇制処理問題において

登場する各政治勢力、天皇、宮内官僚、日本政府、GHQ（GS）らの君主観の相違が目立たなくな

ってしまう。これらの政治勢力は、総じて「議会主義的君主制」の採用を受容していたのであり 7、

そのなかで、天皇や皇室、宮中の権能や役割をめぐり、かなりの意見齟齬を生じていた。この意見

齟齬は、結局のところ、戦後の象徴天皇制を「議会主義的君主制」のなかにどう位置づけていくの

かという、細分化された君主制形態を想定したなかでの議論から浮上してきた問題といえよう。

つぎに、「君主制の歴史的・社会的機能」にも配慮する理由として、戦後の象徴天皇制が民衆に

受け入れられていく社会的土壌を考慮せねばならず、その要因として、明治憲法を制定した伊藤博

文の説く、「国家の機軸たる皇室」という民衆心理操作の手段と方策が、敗戦後も民衆のなかで残

存し続けていたという政治思想面にとどまらず 8、古代以来の天皇の持つ歴史的・社会的機能も戦

後の民衆の心理作用に大きく影響していたと考えられるからである。明治憲法制定以降の「統治権

の総攬者」時代は、長い天皇制の歴史において「特殊」だったのであり、本来の「象徴」天皇に回

帰しただけという見解である。天皇の持つ伝統的な「象徴」機能を理解するためには、「君主制の

歴史的・社会的機能」も視野に入れなくてはならない。

40 茶　谷　誠　一



表1 象徴天皇制研究における新旧体制表現の比較表

１．国法学的国家形態論からみた象徴天皇制研究

表１は、新旧両憲法下の天皇制の政治構造上の変化について、代表的な実証研究をとりあげ、そ

のなかで使用されている語句をまとめたものである。表をみて、まず気づくことは、各研究者が明

治憲法下の天皇制を「立憲君主制」と表現している点である。明治憲法下の天皇制を立憲君主制と

認識する見方は、ドイツ国法学の国家形態分類（制限君主制、立憲君主制）に限らず、現在では一

般に共有されつつあるといえよう 9。対照的に、新憲法下の天皇制の規定について、研究者間でそ

の定義や使用する用語が異なっている。また、新憲法下の天皇制がどの国家形態の君主制に分類さ
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旧憲法体制 

 

「帝国憲法」体制 
 
 

立憲制的君主制 
→議会制的君主制
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統治権総攬者とし
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新憲法体制 

 
「日本国憲法」体制下の
象徴天皇制 

象徴天皇制 
 

 
 
 
天皇不執政に基づく象徴
天皇制と立憲君主制路線 
 
 
 

 

立憲君主的天皇像と象徴
天皇本質論 
 
 

 
 
議会主義的君主制、「象
徴天皇（制）」

新憲法下の天皇制の定義や国家形態的 
分類、「象徴」機能に関する説明 

統治システムの変遷を述べるなかで、
天皇以外の国家機関の関係の変化を中
心に論述されており、天皇の地位の変
化に関しての記述はなし。

「天皇不執政」以外、言及なし（341
頁）。

国家形態の根本部分はあいまい（209
頁）。片山、芦田内閣が進めようとし
たのは、日本国憲法で規定された「天
皇不執政に基づく象徴天皇制路線」で
あり、吉田、佐藤内閣のように、天皇
と内閣の関係を「君臣関係」と位置づ
ける立憲君主制路線が存在（208～238
頁）。

立憲君主的天皇には政治的権能が必要。
象徴天皇本質論は、新憲法の象徴天皇
規定こそ、天皇制の不執政や平和主義
といった伝統の姿を表明したもの（8
～12頁）。

憲法改正に参画した日本の政治勢力が
めざした形態は、レーベンシュタイン
の説く「議会主義的君主制」でほぼ一
致。GHQは、さらに君主権力を弱体化
させた「20世紀憲法」の感覚で天皇制
をとらえていた（18～28頁）。 

出典…御厨貴「『帝国』日本の解体と『民主』日本の形成」（中村政則ほか編『戦後日本占領と戦後改革２　
占領と改革』岩波書店、1995年）、川田稔「立憲制的君主制から議会制的君主制へ」（伊藤之雄／川田稔編『環
太平洋の国際秩序の模索と日本』山川出版社、1999年）、後藤致人『昭和天皇と近現代日本』（吉川弘文館、
2003年）、渡辺治「戦後国民統合の変容と象徴天皇制」（歴史学研究会／日本史研究会編『日本史講座10』東
京大学出版会、2005年）、冨永望『象徴天皇制の形成と定着』（思文閣出版、2010年）。
※川田氏はマックス・ウェーバーの『支配の諸類型』（創文社）、後藤氏は、今谷明の『象徴天皇の発見』（文
春新書）、冨永氏は、レーベンシュタイン『君主制』（みすず書房）をそれぞれ参照。



れるのかという点についても、「立憲君主制」から「共和制」、「議会主義的君主制」という表現で

明確に定義されず、曖昧に位置づけられている。そのなかで、冨永氏は、君主制と共和制の国家形

態上の区分をより明確にしようという視角から、カール・レーベンシュタイン（Karl Loewenstein）

の国家形態論を援用しつつ、旧憲法下の「立憲君主制」と新憲法下の「議会主義的君主制」の区別

を明確に定義づけ 10、その定着の過程を実証的に論じている。

いっぽうで、新憲法下の天皇制を表現する際、各研究者は天皇制の「象徴」機能について、類似

した特質を指摘している。その「象徴」機能とは、前述した「君主制の歴史的・社会的考察」の視

角であり、各研究者とも、この点に留意しながら象徴天皇制の特質を論じている。渡辺氏の「象徴

天皇本質論」、後藤氏の「天皇不執政に基づく象徴天皇制」などは、古代以降の長い歴史のなかに

おける天皇の不親政をその起源としている。

研究者の間でも確固とした位置づけがなされていない、新憲法下における君主制の国家形態上の

分類について、榎原猛氏の区分が一つの拠り所となる。榎原氏は、イェリネックやレーベンシュタ

インの国家形態論で、「議会主義的君主制」と分類された君主制を、「法的表現形式に着眼して分類」

し直して「国会主義的君主制」と表現し 11、これを君主国の「国会主義的立憲君主制」（「国会制的

間接君主制」と「君主制的間接君主制」）、共和国の「共和国における君主制」に大別し、さらに

「共和国における君主制」につき、「君主制的間接民主国」「君主参加国会制的間接民主国」「象徴君

主保持国会制的間接民主国」の三つに細分化している 12。

このような詳細な君主制類型を設定した榎原氏は、天皇制の形態変遷について、武家政権時代以

降を「君主制的間接君主制」、明治維新から明治憲法制定までを「専制君主制」、明治憲法制定後を

「君主主義的立憲君主制」、新憲法施行後を「象徴君主保持国会制的間接民主国〔制〕」と分類した 13。

榎原氏の象徴天皇制認識とは、国民主権を定めた日本国憲法上、共和国であるが、「国家の憲法構

造の中に君主なる特定の機関」を有し、しかも、天皇は、「君主」資格のメルクマールである、独

任制機関、世襲制、国民からの崇敬的感情の存在といった諸要素を満たしており、「広義の君主」

国だと説く。しかしながら、天皇は政治的権能を有せず、国家意思形成にも参加しないため、「象

徴君主保持国会制的間接民主国」という国家形態に分類されると主張する 14。

榎原氏の君主制分類によると、敗戦直後の幣原喜重郎や吉田茂ら親英米派の面々をはじめ、当時

の国家支配層の大部分が当初志向していたのは、1920年代の立憲政治、すなわち「国会主義的立

憲君主制」であった。後述するように、昭和天皇もこの形態を志向していた。しかしながら、

GHQ（GS）による新憲法案提示後、日本は君主国として、「国会主義的立憲君主制」を選択するこ

とは許されず、国家形態として、「共和国における君主制」路線をとるしかなかった。

象徴天皇が戦前の明治憲法で規定された「統治権の総攬者」、主権者たる地位から大きく転換し

たことは、法的視点からみれば明確であり、いわゆる「国体は変わったのか」という問いに対し、

大半の法学者が「変わった」と主張する国体変更論の立場をとるのも当然である 15。第 1次吉田茂

内閣において、憲法担当の国務相に就任した金森徳次郎の発言や著述から、国体の変化、不変とい
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※間接君主制…主権者たる君主が自ら国権を発動することなく、他の機関（国会）に委任している制度 
※間接民主制…君主が主権者たる国民から主たる国権の行使を委任された制度 
※「象徴君主保持国会制的間接民主制」とほぼ同義のものとして、下條芳明氏の「情報権的君主制」、佐藤功
氏の「人民主権下の議会君主制」もあてはまる。 
注記…榎原猛『君主制の比較憲法学的研究』（有信堂、1969年）より作成。 
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等族議会君主制 
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君主制的間接君主制 

主権者たる君主は、ある
特定の一人に国権の発動
を委任し、間接的に国権
を発動する。 

国会制的間接君主制 

君主は国権の源泉の立場
を維持しつつ、国会優位
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君主は国権の行使を主権
者たる国民の代表から認
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君主参加国会制的間接民
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象徴君主保持国会制的間
接民主制 
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君主主義的立憲君主制 

主権者の君主のもと
で、立憲政体を採用。
君主の権力は強大で、
国会より君主が優位に
たつ。 
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表2 榎原猛氏による君主制の国家形態分類



った当時の意見相克の様子をうかがうことができる。

法学者でもある金森は、新憲法の主権所在規定から、法的に国体が変わったことを認めている 16。

いっぽうで、金森は、君主制を法的側面のみで規定せず、国民感情に基礎を置く社会現象の側面か

ら、有名な「あこがれの中心としての天皇」という言葉を用い、「国体」の不変を主張していた 17。

金森は、日本国民の精神結合の中心たる天皇の存在する「国体」は不変であり、国家統治の主体が

天皇から国民へと移行したことで、「政体」は変化したのだという論法により、国会答弁を乗り切

った 18。

1946年 2月 13日にGHQ草案を手交され、当時の幣原内閣がこれを受け入れた時点で、天皇の国

政上の地位は、「統治権の総攬者」からの変化を余儀なくされた。しかしながら、GS局員らと折衝

しつつ、新憲法における天皇条項の趣旨を理解していったのは、閣僚や内閣法制局局員ら一部の

人々だけであり、当時の国家支配層は、概して旧来の国体観から脱却できず、新憲法案に反発する

傾向にあった。

また、新憲法制定前後の時期において、明治憲法体制下の天皇の政治的権能を維持させようとす

る言動も依然として活発であり、「共和国における君主制」の「君主制的間接民主国」「君主参加国

会制的間接民主国」「象徴君主保持国会制的間接民主国」の三類型のみならず、君主国形態の「国

会主義的立憲君主制」「国会制的間接君主制」も天皇制のとるべき選択肢に含めたうえで、国内の

議論は深化していった。このうち、「国会主義的立憲君主制」はイギリス王室との比較から、「国会

制的間接君主制」は古代以降の天皇不親政の歴史のなかで、「君主制的間接君主制」を長期間にわ

たって継続してきた歴史の経験をもとに、国会のなかの天皇という思考の置き換えにより 19、それ

ぞれ採用の道を見いだそうとする論理であった。

ただし、上記の君主制形態のうち、実質的に占領初期の日本のとるべき選択肢は、「君主参加国

会制的間接民主国」か「象徴君主保持国会制的間接民主国」の二つしかなく、より厳密にいえば、

後者に限定されていたといえる。両形態の違いは、「君主が国家意思形成に参加する」ことを法的

に認められているか否かであり、新憲法下の日本にあてはめると、天皇になお国政関与の道を開く

政治的権能を与えるか否か、もしくは、国事行為の規定に、国政に関する行為を含めるか否かで判

断が分かれてくる。

２．「君主制の歴史的・社会的機能」からみた象徴天皇制論

戦後の天皇制処理の過程において、治者、被治者の双方が改めて天皇の持つ歴史的、社会的影響

力を認識することになる。金森徳次郎のいう「あこがれの中心としての天皇」も、天皇制の歴史

的・社会的機能をとらえた表現である 20。そして、この天皇の社会的影響力こそ、昭和天皇や宮内

官僚らが天皇制存続のために依拠しようとし、GHQの警戒した点にほかならない。また、榎原氏

の規定した「共和国における君主国」の、「君主制的間接民主国」「君主参加国会制的間接民主国」
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「象徴君主保持国会制的間接民主国」の三類型は、君主の政治的権能の規定のあり方や程度の差か

ら分類されたもので、君主のもつ歴史的・社会的機能については、共和制下でも、その影響力の存

在を認めている。

君主制を社会心理学の視角から考察したイギリスのパーシー・ブラック（Percy Black）は、被

治者による君主への「神秘的・精神的な性質への信頼」の心理を君主制の成立要因とみなして、

「国民的誇りの理論」「感情的理論」「惰性的理論」などの視角を用いて説明し、同様に、レーベン

シュタインも王朝の宗教性や血統の正統性といった「感情的理由づけ」の側面を君主制存続の要因

としてあげている 21。榎原氏や佐藤氏も両者の研究を紹介しながら、このような「君主制の歴史

的・社会的考察」を、天皇制の説明に適当な考えであると指摘している 22。このうち、榎原氏は、

氏による君主制分類のなかで、日本の君主制が君主制的間接政体（君主制的間接君主制）を多用し

てきた経緯につき、「特殊日本的政治形態であった」と論じ、天皇制が長期間にわたって存続して

きた論拠としている 23。

また、象徴天皇制の制度上の定着過程と、1970年代のスウェーデン君主制を比較した下條芳明

氏は、君主のもつ権能から特徴づけた形態概念として、「情報権的君主制」という語句を用い 24、

象徴天皇制を以下のように定義している。

君主には一切の政治的権能の保持が認められていないにもかかわらず、象徴君主制の理念に基

づき、立憲君主における「相談を受ける権能」が弱化され、しかも洗練された結果、君主は、

象徴としての職務を円滑に遂行する前提として、国政について報告を受ける権能を行使する 25。

下條氏は、現代国家元首論の視角を援用しながら、現代における国家元首のメルクマールとして、

「国家・国民統合の象徴機能の担い手である」ことを指摘し、この場合、立憲君主制形態における

政治的権能の保持は重要でなく、「社会心理上、天皇への敬意、憧れ、追憶といった国民感情」が

存在することで、「天皇の国家元首性確保のための要件」を満たしていると主張する。そして、こ

のような「象徴君主」は、国家・国民統合の象徴機能を果たすために必要な情報の収集を求める権

利を有しており、この点をウォルター・バジョット（Walter Bagehot）の説く、三つの権利のうち

の「相談を受ける権利」を弱体化させた「報告を受ける権利」から説明している 26。この「報告を

受ける権利」は、まさしく戦後の象徴天皇制下の「内奏」にほかならず、下條氏は、「内奏」が慣

行化されてきた戦後の歴史から、象徴天皇制も「情報権的君主制」に属するとみなしている 27。

同様に、後年の佐藤功氏も君主制の歴史的発展型として、絶対君主制、立憲君主制、議会君主制

の次に、1970年代のスウェーデン、スペインの憲法で規定された「人民主権下の議会君主制」を

あげ、その原型を日本国憲法下の「象徴天皇制」に求めている 28。

このように、おもに「君主の歴史的・社会的機能」の面から象徴天皇制と西欧君主制の共通点を

重視した意見があるいっぽうで、「法」をめぐる君主の位地の相違など、国制上の支配形態論から

両者の相違点を強調し、「象徴天皇制が西欧的君主制に近づくのは容易なことではない」と指摘す

る声もある 29。
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君主制の社会心理的影響力については、イギリス王室を例に、国王による福祉、社会問題、労働

問題への関心が王室に対する国民の心理面に好影響をもたらしてきたと指摘されている 30。また、

近代天皇制についても、第一次世界大戦後における国際的な君主制危機への対処という、現実的な

政治課題の側面や、大衆社会における皇室と国民との関係という社会史的視角から、大正期以降の

皇室による社会事業への積極的取り組みが紹介されてきた 31。

すでに、近代天皇制の確立期において、時の権力者、識者らが天皇の「慈恵主体」たる側面を重

視し、「国体概念を実態化する手段は慈恵救済にある」との認識のもと、「天皇と国民の間に精神的

結束を図る」べく、積極的な社会事業に取り組んできた経緯を見逃してはならない 32。このような

「慈恵主体」たる皇室の経験を戦後へ引き継いでいくことに、当事者の天皇や皇族、宮中は何のた

めらいもみせず、むしろ、率先して「慈恵」「仁慈」を施そうと発奮していた 33。というのも、戦

前から皇室の「仁慈」は、「宮内省、内務省を中心とする、『宮中』、『府中』双方の政治的必要から

生じたもの」が多く、「政治情勢との関係が深く影を落としてい」34たからにほかならない。

敗戦後の国体危機は、天皇制存続という至上命題を果たすべく、天皇や皇室の「仁慈」を施す絶

好の環境にあったといえ、天皇や宮内官僚らもその事情を十分に認識していた。敗戦直後の 1945

年 8月、天皇と皇后が軍人遺族、傷痍軍人らに金一封を下賜し、同 10月には、設立された恩賜財

団戦災援護会による引揚者への一時金が支給された。また、宮内省が管轄し、皇室によって担われ

た巡回診療活動も始められており、戦後の地方巡幸もこの脈絡からとらえることができる 35。

1946年 1月、GHQ民間情報教育局（CIE）のケネス・ダイク（Kenneth Dyke）局長らから宮中

側へ意見書が提出され、そのなかで食糧危機に対する日本国民の道徳心を喚起させようという意図

のもと、地方巡幸を薦める内容が記されていた。CIEからの意見に、天皇は大いに賛同し、「地方

巡幸のことは直ちに研究せよ」36と、木下道雄侍従次長に命じている。天皇みずからが巡幸の意義

を理解し、積極的に研究を命じていたのであり、実際、翌 2月の神奈川県視察から戦後の地方巡幸

がスタートする 37。

天皇周囲の側近者や政治家らも、「君主の歴史的・社会的機能」を重視し、象徴天皇の役割につ

いて言及していた。新憲法施行直前、吉田茂首相は岳父の牧野伸顕元内大臣に宛てた書簡のなかで、

「新憲法実施後ニ於て天皇ハ政治面より一歩退かるゝ事ニ相成、夫丈け内面ニ於ける御存在ハ一層

拡大せられ御地位益々重大且微妙を加候」38と記している。吉田は、明治憲法下の国家元首から

「一歩退」き、「内面ニ於ける御存在ハ一層拡大せられ」という表現で、国家・国民統合の象徴機能

を担う天皇の役割の重要性を指摘している。

同じく、元宮内次官で新憲法制定時に枢密顧問官や臨時法制調査会委員として参画していた関屋

貞三郎も、「将来皇室制度はことなることとなるが、日本の中心として皇室を奉戴することにはか

はりなき為、皇室が対外、対内的に形を整へられること、又民間に対し義は君臣、情は父子と云つ

たやうな御行動は必要である」39と述べ、憲法改正による皇室（君主）の役割の変化に言及しつつ、

「義は君臣、情は父子」といった不変の歴史的・社会的機能を重視した行動に期待をこめていた。
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新憲法下の象徴天皇という新たな君主の役割につき、昭和天皇をはじめ、側近者や政府上層部は、

長い天皇制の歴史のなかで培われてきた「君主制の歴史的・社会的機能」の有意性を強く意識し、

地方巡幸や社会事業への取り組みなど、積極的に応じていき 40、戦後の天皇、皇室観形成に大きな

影響を与えていった。

３．「象徴天皇」論をめぐる天皇・宮内官僚の思想と行動

ここまで、国法学的方法論による君主制分類の視角と、「君主制の歴史的・社会的機能」の視角

の両面から、象徴天皇制導入期の各論を先行研究に依拠しつつ整理してきた。本章では、さらに、

実際の政治動向について、両視角に照らしながら考察していきたい。

GHQ草案の受け入れ後、戦後日本の君主制は共和制となり、憲法改正をめぐる次の焦点は、天

皇の政治的権能の有無やその範囲をどう規定するかという点に移った。そもそも、天皇を支える宮

内官僚らは、新憲法に対する認識として、消極的ながらも受容する意思を示し、そのなかで、天皇

の希望する旧慣の維持など、できる範囲内での「修正」を試みようとしていた。

敗戦直後、宮内官僚の一人として皇室・宮中の法制改正に従事した高尾亮一は、後年、憲法調査

会の委員会に参考人として招かれた際、「象徴としての天皇」をどのように認識していたのかとい

う問いに、「はつきりした考えはなかつたといつていい」「象徴の意義をもつと分析して、それとあ

わせていくという余裕がなかつた」41と答えている。また、皇室制度改正への姿勢につき、皇室の

伝統的な部分を残していかねばならないという思いを抱きつつ、「われわれはいやいやながら新憲

法には従わなければというような強い嫌悪を示していたわけではございません」とも語っている。

高尾の意見は、当時の天皇や宮内官僚らの意見を全面的に代弁しているとみなすことはできないも

のの 42、宮中サイドの新憲法観、象徴天皇観の大要を示しているといえよう。つまり、天皇や宮内

官僚らは、新憲法制定という民主化の流れを基本的に受容しつつ、象徴天皇の役割を深く分析でき

ないまま、制度面のみ形を整えていかざるを得なかったという事情のなかで、皇室の持つ「伝統的

なもの」を重視し、新憲法との関係から「できるだけ両者を併存させながら守ろう」と努力してい

た。

高尾のいう「両者の併存」なる課題をめぐり、民主化の象徴である新憲法と、「伝統的なもの」

の象徴である皇室の慣習をどう折り合わせていくかということは、当時の宮中や日本政府にとって、

重要な問題であった。高尾ら宮内官僚と内閣法制局は、もっとも民主的なGHQと、もっとも保守

的な天皇との間で、「両者の併存」としての象徴天皇制の在り方をめぐり、妥協点を探り合ってい

た 43。

また、国家支配層や有識者の間でも、天皇の地位や権能付与の程度について、議論が重ねられた。

象徴天皇制下における天皇の政治的権能につき、マッカーサー三原則の「天皇の国家元首」規定を

論拠に、「天皇制を修正し、天皇を儀礼的な元首とすることによって、国民主権のもとで立憲君主
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制を樹立する」というGHQの覚書から、イギリス流立憲君主制下の君主権能と同等視する高柳賢

三らの認識があるいっぽうで 44、この点を明確に否定する見解も存在する 45。象徴天皇とイギリス

王室を同じ形態の君主制に分類しようという見解は、戦後当初から存在していた。イギリス流立憲

君主制の特徴をとらえたバジョットの君主の三つの権利（大臣から相談を受ける権利、大臣を激励

する権利、大臣に警告する権利）46について、象徴天皇も同等の権利を保持できるという認識であ

る。

憲法改正にともなう天皇の地位の問題につき、当初からイギリス流立憲君主制をモデルとすべき

という意見は、閣僚や議会、識者ら多方面から唱えられていた 47。また、宮中でも日英君主制を比

較し、イギリス王室の姿から象徴天皇制のとるべき方向を模索する動きもあった。金森徳次郎の回

想によると、新憲法施行後、金森は元宮相の石渡荘太郎より「ロード・セシル〔ヒュー・セシル、

Lord Hugh Cecil〕」の『保守主義』という著作を借りた際、同書の「君主は象徴である。日本の天

皇も象徴である。ただ日本の天皇は象徴として全く雲上にあった、英国ではそれはよろしくないと

いう意味である」という箇所に朱線がひかれていたという 48。

セシルの著作『Conservatism』を熟読していたのが石渡だけだったのか、また、宮中でどう検討

されたのか定かではないものの、本の内容は非常に示唆的である。石渡が朱線をひいた前後の箇所

には、イギリス君主制は消極的な象徴という役割を演じることで強化されてきたが、たんに儀礼的

な地位に堕してしまうと人々の忠誠を得られなくなり、没落していくだろう、よって、「積極的な

君主制」として、「君主制は政治において公然と積極的な役割を演じなければならないという理念

を受けいれさせるように世論を喚起することこそ、『保守主義』がとり上げるべき仕事である」49

と記されている。「君主は儀礼的な役割を演じるだけでは民衆の支持を得られなくなり没落するの

で、積極的な役割を演じなければならない」というセシルの主張は、まさに、戦後の昭和天皇、石

渡宮相ら宮内官僚の象徴天皇像の拠りどころとなった理論ではなかっただろうか。天皇が戦後の国

政関与を模索していくのも、セシルの主張によれば当然、君主の役割ということになる。

ただし、イギリス流立憲君主制のように、象徴天皇へ政治的権能を付与すべきか否かの点をめぐ

っては、少なくとも、GSは明確にこれを否定していた。天皇の権能である国事行為の規定を審議

する場において、コートニー・ホイットニー（Courtney Whitney）局長やチャールズ・ケーディス

（Charles L. Kades）次長以下のGS局員は、日本側の内閣法制局や終戦連絡中央事務局の折衝担当

者らに対し、天皇の政治に関する権能を認めないよう厳しく要求していた 50。

ところが、天皇や宮内官僚は、GHQ草案を幣原内閣より内示された後も、明治憲法体制の枠組

みを維持しようと考えており、とくに、「宮中・府中の別」を堅持すべく、政府側に具体的な要望

を伝達していた。また、天皇の国事行為に関する規定についても、当初、天皇は「国務」に関する

行為と認識しており、内閣の輔弼に基づく行為という、明治憲法第 55条と同様にとらえていた 51。

「宮中・府中の別」の堅持について、天皇は、宮内官僚の人事権を自身や宮中で把握しておくこ

とを主張し、側近から政府側に伝えている 52。また、国事行為に関する認識について、天皇は、
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「認証」を「承認」ととらえていたようで、「憲法改正草案要綱」（3月 6日発表）第 7条第 5項の官

吏の認証につき、自身の了承を求めるよう主張していた 53。しかも、このような天皇の要望は、新

憲法の日本案である「憲法改正草案要綱」や「帝国憲法改正草案」（4月 17日発表）の公表後に政

府筋へ伝達され、配慮を求めている 54。少なくとも、天皇や宮内官僚は、新憲法に規定された新し

い君主像につき、その基本的地位や有すべき権能など、GHQや日本政府の求める「象徴天皇」を

無条件に受け入れようとはせず、その修正を訴えていた。

また、天皇の政治的権能をめぐる問題で重要なのは、昭和天皇自身、日本国憲法施行後も政治的権

能の保持とその行使を君主の権利として自覚し、国政関与への方途を探り続けていた事実である 55。

なかでも、「内奏」という、極めて政治的色彩を帯びた行為につき、天皇は、新憲法施行後も首相

や外相など主要閣僚に対して、時折の政務報告を求めていた 56。「内奏」は、バジョットのいう

「大臣から相談を受ける権利」にあたる。天皇が、政務や宮務の情報伝達役、意見調整役として内

大臣の役割を重視し、内大臣府の廃止後も何とかその職務を代行する機関、人物の設置を求めてい

たのも 57、立憲君主として国政に携わることを前提としていたからにほかならない。

さらに、昭和天皇は、主要閣僚（おもに首相、外相）への「内奏」要求にとどまらず、バジョッ

トのあとの二つの権利（激励、警告）をも行使していた。とくに顕著なのは、敗戦後の日本の安全

保障問題や外交方針に関する聖意の表明と伝達である。天皇は、外相たる芦田均や重光葵へ対ソ警

戒やアメリカとの外交親善、米軍駐留の希望など、旧来の国家元首時代となんら変わりなく、国務

大臣に自身の安保論や外交論といった政治意思を伝達していた 58。国内の大臣にとどまらず、天皇

は、占領期日本の政治構造において、実質的な「統治」権者であったGHQ（マッカーサー）やア

メリカ政府へ、自身の安保論（いわゆる「天皇メッセージ」をはじめ）を伝えることすらあった 59。

戦後、天皇自身が政治的権能の保持を自覚していたことを示す資料として、1973年の増原恵吉

防衛庁長官辞任の一件時に、天皇が入江相政侍従長へ語った、「もうはりぼてにでもならなけれ

ば」60という発言をあげておく。象徴天皇は、まさしく「はりぼて」の君主として、政治的権能を

有せず、「内閣の助言と承認を必要」とする国事行為や「公的行為」を実行するだけの存在だとい

う根本的な認識につき、天皇自身のなかで、少なくとも増原事件まで十分に理解できていなかった

ことを示している 61。

君主の権能に関する天皇の自覚について、天皇は、戦前の帝王学の一環として欧米各国の憲法を

学んでおり、「独乙憲法の由来及同国に興りし『ボルン』〔ボルンハック、Konrad Bornhak〕の天

皇主権説、『エレクリツク』〔イェリネック〕の国家主権説」にも精通していた 62。同時に、天皇は、

「日本天皇は政治の外、文芸其他国民生活万般の中心に」あること、「欧州其他の君主を目して、政

治のことのみと云ふは当らず、現に英国皇帝の如きは文化の方面にも大に努力せられ」ていること

にも言及している 63。

戦前期、すでに天皇はボルンハックやイェリネックらのドイツ国法学をはじめ、イギリス流立憲

君主制のしくみなども理解し、君主権の制限に関する知識も持ち合わせていたといえる。また、
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「君主の歴史的、社会的機能」、いわゆる「儀礼・社交君主」の側面についても 64、歴代天皇の姿や

イギリス王室を例にあげながら、その役割の重要性を指摘している。

天皇の憲法学への精通度、「儀礼・社交君主」への理解を勘案するなら、新憲法制定後における

天皇の国政関与への姿勢は、君主権の根本的な変革を理解したうえでの言動であったといわざるを

えない。そして、古代以来、歴代天皇の果たしてきた「歴史的・社会的機能」の側面、近代以降の

イギリス王室も同様の役割を担っていることを指摘している点から、「儀礼・社交君主」の側面を

重視していこうという気概もうかがえる。総じていえば、天皇は、新憲法制定後における君主の役

割の模範をイギリス流立憲君主制に求めていたように思われる。

実際、天皇は、敗戦直後の『ニューヨーク・タイムス』特派員との会見時に、「英国のような立

憲君主国がよいと思う。立憲的手続きを通じて表明された国民の総意に従い」65と、イギリス流立

憲君主制を理想とする思いを語っていた。また、天皇は増原事件の「はりぼて」発言の直後、当時

の入江侍従長と「英国首相は毎週一回クヰーンに拝謁するとかいふことを仰せ。お上も予も、とに

かく何とかして閣僚が御前に出られるやうに考へよう」66と協議しており、イギリスにおける大臣

の政務報告を比較にしながら、「内奏」を君主の政治的権能として認識していた様子がうかがえる。

天皇のめざすイギリス流立憲君主制は、憲法学者の分類する国家形態論を意図的に「無視」して

いる。戦後における昭和天皇の言動からは、「象徴天皇」として、すなわち、榎原氏の規定する

「象徴君主保持国会制的間接民主国」の君主として、国政関与を抑制していくという覚悟が感じら

れず、戦前期に比すれば控えめながらも、バジョットの説く三つの権利を有したイギリス流立憲君

主制、「国会主義的立憲君主」として振る舞おうとしていたようにみえる 67。天皇は、戦後も「統

治権の総攬者」だった時代の自覚のもと 68、意図的に政治的権能を発動していたといえよう。

天皇は、イェリネックの国法学をはじめ、憲法学や国法学に精通しており、国家形態論の主権所

在規定から明確に分類される、君主制と共和制の区別を認識したうえで、新憲法下の共和制形態と

君主権能の制限という制度上の規定を「無視」し、君主の政治的権能に関する部分のみ、イギリス

流にバジョットの三つの権利を保持していこうと考えていたのではないだろうか 69。そう理解しな

ければ、天皇による吉田茂、芦田均、重光葵、佐藤栄作ら戦後の主要閣僚に対する「内奏」要求、

政治的意思の伝達と政策への反映の期待といった言動、そして、「はりぼて」発言を論理的に説明

することはできない。

おわりに

先行研究において、象徴天皇制下の政治形態を統一的に表現する用語が使用されてこなかった背

景には、個別実証主義による研究成果の横 といったアカデミズム上の問題というより、制度と

しての象徴天皇制の君主制形態と、実際の天皇の言動とが合致しないという、戦後の天皇制の実態

に問題があった。制度上の天皇制と実態の天皇制とが乖離した状況下、象徴天皇制研究では、国法
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学的国家形態論上、明らかに異なる両者を、「議会主義的君主制」、「象徴天皇制」と、曖昧に表現

してきたようにみえる。逆説的だが、そう表現するしかなかったともいえる 70。象徴天皇制の制度

上の形態は、榎原氏の君主制分類によると、「象徴君主保持国会制的間接民主国」になるのだが、

昭和天皇の志向した象徴天皇像とは、主権所在規定を「無視」したうえでのイギリス流「国会主義

的立憲君主制」であったといえよう。

戦後、昭和天皇は、歴代天皇や立憲君主制下のイギリス王室も果たしてきた「君主の歴史的・社

会的機能」の側面、すなわち、国家・国民統合の象徴たる「儀礼・社交君主」としての役割を重視

していく。「儀礼・社交君主」は、主権の所在によって区別される国法学的国家形態とは関係なく、

君主制、共和制下のいずれの君主にも適用されるため、昭和天皇や戦後の宮内官僚らは、国家・国

民統合の象徴としての役割を果たすべく、地方巡幸をはじめ、積極的に民衆との接近、交流をはか

っていった 71。

いっぽうで、昭和天皇は、日本国憲法の施行以降も主要閣僚への「内奏」要求や、自身の政治意

思の伝達など、戦前の「立憲君主」時代の政治的権能を引き続き行使していた。しかも、天皇は、

憲法学や国法学に無知なため、このような行動をとったのではなく、戦前の帝王学や即位後の進講

を通じてこれらの学問に精通しており、日本国憲法の国民主権という前提も理解したうえで、確信

犯的に国政関与への道を探り続けていた。

戦後日本における天皇の言動の実態に照らしてみれば、榎原氏の規定する、君主が国家意思形成

に参加しない「象徴君主保持国会制的間接民主国」の実現は、平成の世、現天皇の即位以降によう

やく「確立」したといえるであろう 72。
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